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日団協技術基準 Ｓ液－００１－2022 

一般消費者等に対する品質確認要領 

 

１．制定目的 

一般消費者等に対するＬＰガスの品質確保については、「液化石油ガス法第 13 条（規

格に適合しない液化石油ガスの販売の禁止）」に基づき、販売事業者がＬＰガスの品質

を確認し、販売することが義務付けられている。 

販売事業者が容器又は貯槽内のＬＰガスの品質を確認することは困難であるため、

本基準にて品質確認の要領を定め、一般消費者等へ供給するＬＰガスの品質確保を図

ることを目的とする。 

 

２．適用範囲 

液化石油ガス法に基づく一般消費者等に供給するＬＰガスの品質確認の要領につい

て規定する。 

 

３．品質確認要領 

ＬＰガスは、輸入又は精製後、流通段階を経由して一般消費者等へ販売されるので、

各流通段階ごとに品質確保に対する以下の業務を実施するものとし、一般消費者等に

おける液化石油ガス法に規定する品質を確保することとする。 

 

３．１ 元売業者（輸入・生産品販売業者）の業務 

①自社管轄のＬＰガス輸入基地及び製油所（以下「一次基地」という）並びにＬＰ

ガス内航船受入基地（以下「二次基地」という）における一般消費者等供給用Ｌ

Ｐガスの組成は、各一次・二次基地毎に「S液-002 液化石油ガスの品質確認基準

〔液化石油ガスの組成分析方法〕」に基づき分析、確認すること。また、一次基

地における一般消費者等供給用ＬＰガス中の水銀は、「S液-002 液化石油ガスの

品質確認基準〔液化石油ガスの水銀分析方法〕」に基づき分析、確認すること。 

ａ)分析・確認するＬＰガスの品質は「組成」、「圧力」及び「水銀」とし、「圧力」

は組成分析結果に基づく計算値で可とする。 

ｂ)なお、液化石油ガス法に定める「組成」、「圧力」及び「水銀」以外のＬＰガ

スの品質（液化石油ガス法の規定以外の事項）については、本基準において

は規定しない。 

 

②元売業者は、供給先業者（卸売業者等）からＬＰガスの品質確認に関する要請を

受けた場合は、供給開始時又は要請受諾時に液化石油ガス法に適合する旨の「品
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質証明書」を、元売業者名にて供給先業者宛に発行する。 

注) 「品質証明書」の参考例は、S液-001 (様式１)のとおり。 

 

③元売業者は、品質証明書発行先の供給業者に対しては、原則として、月一回の頻

度にて「組成分析結果報告書」（出荷基地における前月の代表性状）を発行する。

要請があれば、供給先業者の受入基地（容器充填所）毎に１部/月にて発行する。 

注) 「組成分析結果報告書」の参考例は、S液-001 (様式２)のとおり。 

 

④一次基地又は二次基地において、容器充填を実施し直接一般消費者等へ供給し

ている場合であっても、当該容器にて販売を実施している供給先業者から要請

があれば、前記②③と同様に措置を講じることとする。 

 

⑤元売業者以外であっても、二次基地を所有又は占有している事業者にあっては、

前記①～④と同様の措置を講じることとする。 

 

３．２ 卸売業者（容器充填所所有者又は占有者）の業務 

①卸売業者は、供給先である液化石油ガス法に基づく液化石油ガス販売事業者（以

下「販売事業者」という）からＬＰガスの品質確認に関する要請を受けた場合は、

供給開始時又は要請受諾時に、液化石油ガス法に適合する旨の「品質証明書」を

卸売業者名にて販売事業者宛に発行する。 

注) 「品質証明書」の参考例は、S液-001 (様式１)のとおり。 

 

②卸売業者は、品質証明書発行先である販売事業者から、品質確認のためＬＰガス

性状についての要請を受けた場合は、当該卸売業者が前項３.１②により品質証

明を受けた供給元の元売業者が発行した「組成分析結果報告書」に基づき、卸売

業者にて「組成分析結果報告書」を作成し、販売事業者に発行する。 

注) 「組成分析結果報告書」の参考例は、S液-001 (様式２、３)のとおり。 

 

但し、充填容器内のＬＰガスの品質については、「S液-002 液化石油ガスの品質

確認基準〔充填時における液化石油ガスの規格〕」に基づき確認し、品質証明を

行った規格と相違ないことを確認の上、「組成分析結果報告書」を発行すること。 

 

③なお、元売業者の品質証明を受けていない場合又は卸売業者の製造事業所（充填

所等）において、品質証明を受けた元売業者から供給されたＬＰガス以外のＬＰ

ガス等他の性状の物質を混入している場合は、当該卸売業者製造事業所内のＬ

Ｐガスについて、性状の変更の都度、「S液-002 液化石油ガスの品質確認基準〔液

化石油ガスの組成分析方法〕」に基づき、卸売業者において自ら又は外注して組

成分析を実施し「組成分析報告書」を作成すること。 

 

前記当該卸売業者は、販売事業者から品質確認のためＬＰガス性状についての

要請を受けた場合は、卸売業者において自ら又は外注して分析し作成した「組成

分析報告書」を発行することとする。 
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３．３ 販売事業者の業務 

①販売事業者は、書面交付において、液化石油ガス法に規定された規格に適合した

ＬＰガスを販売することを一般消費者等への書面に記載すること。 

 

②自己においてＬＰガスの品質確認の実施を行わない販売事業者は、ＬＰガス供

給元業者（卸売業者等）の品質証明を受けて（「品質証明書」の受領）、一般消費

者等への供給を行うこととする。 

 

③販売事業者は、販売したＬＰガスの性状に疑義が生じた場合、品質証明を受けた

供給元卸業者に対して「組成分析結果報告書」の提出を求め、ＬＰガスの品質を

確認することができる。 

 

 

制定日 

本基準の制定日は、1998 年 10 月 1 日とする。 

改正日 

本基準の第１回改正：2002 年 10 月 1 日 

液化石油ガス法第 13条「規格に適合しない液化石油ガスの販売の禁止」

関係の施行規則第 12 条（液化石油ガスの規格）の改正により、水銀が

加えられたことに伴い、品質確認要領を改正した。 

第２回改正：2008 年 11 月 26 日 

「登録販売事業者」を「液化石油ガス販売事業者」に改正した。 

第３回改正：2017 年 3 月 29 日 

第４回改正：2022 年 9月 27 日 

  添付の証明書や報告書の年号を削除した。 
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S 液-001（様式１） 

 

 

（参考例） 

品 質 証 明 書 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇〇〇株式会社 御中 

 

 

 

貴社に対し一般消費者等用として販売する液化石油ガスの品質

については、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す

る法律に定める「い号液化石油ガス」に相当することを証明致しま

す。 

 

 

 

 

   年   月   日 

 

 

住所  〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

氏名  〇〇〇〇〇〇株式会社 

〇〇〇 〇〇〇〇〇〇㊞ 
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S液-001（様式２） 

【元売出荷用】 

組 成 分 析 結 果 報 告 書 

（  年  月分） 

 

発行日    年   月   日    

○○○○○株式会社 

住所  ○○○○○○○○○○    

氏名  ○○○○○○株式会社    

   ○○○○○○○○○○    

品 名 い号液化石油ガス 

出荷基地名 △△△△△基地  

性   状 

組 

 

 

   

成 

 

 

mol% 

エタン＋エチレン C2H6+C2H4  

プロパン C3H8  

プロピレン C3H6  

イソブタン i-C4H10 （     ） 

ノルマルブタン n-C4H10 （     ） 

イソブチレン i-C4H8 （     ） 

１－ブテン 1-C4H8 （     ） 

トランス 2-ブテン t-2-C4H8 （     ） 

シス 2-ブテン cis2-C4H8 （     ） 

1,3 ブタジエン 1,3-C4H6  

イソペンタン i-C5H12 （     ） 

ノルマルペンタン n-C5H12 （     ） 

  計 100.0 

密     度 （15℃） g/cm3 （    ） 

発  熱  量  J/Nm3 （    ） 

硫  黄  分  wt ppm （    ） 

蒸  気  圧 （40℃） MPa  

備  考：（ ）内は法定項目以外の参考値 

  

（例示） 
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S液-001（様式３） 

【元売出荷用】 

組 成 分 析 結 果 報 告 書 

（  年  月分） 

 

発行日    年   月   日    

○○○○○株式会社 

住所  ○○○○○○○○○○    

氏名  ○○○○○○株式会社    

   ○○○○○○○○○○    

品 名 い号液化石油ガス 

出荷基地名 △△△△△基地  

性   状 

組 

成 

mol% 

エタン＋エチレン C2H6+C2H4  

プロパン＋プロピレン C3H8+ C3H6  

1,3 ブタジエン 1,3-C4H6  

その他 （     ） 

  計 100.0 

蒸  気  圧 （40℃） MPa  

備  考：（ ）内は法定項目以外の参考値 

 

 

 

 

（例示） 


